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※ 採択決定後、契約

変更の手続 

 

  

１ 趣旨 

岩手県の最重要課題である「震災復興」及び「ふるさと振興（まち・ひと・しごと創生）」に寄与する

ため、岩手県企業局（以下「企業局」という。）と東北電力株式会社（以下「東北電力」という。）が連携

し、県内企業等を対象とした安価な電力供給を行うとともに、岩手県の震災復興・ふるさと振興関連施策

を財政的に支援し、これらを一体的に進めることにより、地域の発展等に貢献しようとするもの 

２ 取組の名称 

いわて復興パワー 

３ 取組期間等 

2018(平成 30)年度から 2019(平成 31)年度までの２年間 

岩手県企業局と東北電力㈱との既設 15水力発電所の基本契約（平成 22～31年度）の期間中の取組 

東日本大震災復興計画（平成 23～30年度）及びふるさと振興総合戦略（平成 27～31年度）の期間における取組 

４ 取組内容 

【東北電力】 安価な電力供給 

【企業局】 一般会計への繰り出しを通じて震災復興・ふるさと振興関連施策を財政的に支援 

５ 安価な電力供給 
 (1) 対象企業等 

□ 次のいずれかに該当する企業等 

○ 震災復興・ふるさと振興に関する補助金の交付を受けた企業等 

     ○ ｢いわて子育てにやさしい企業等｣の認証を受けた企業等 

     ○ ｢いわて女性活躍企業等｣の認定を受けた企業等 

     ○ ｢いわて働き方改革推進運動｣への参加宣言を受理された企業等 

     ○ ｢地域未来牽引企業｣の選定を受けた企業等 ・・・・・・・・・・・ 対象追加 

□ 岩手県内に事業所を置く、または置こうとする企業等 

   □ 東北電力株式会社から高圧で受電する企業等（6,000Ｖで受電） 

(2) 割引の内容 

 2019 年 4月分から 2020年 3月分まで  電力量料金の６％を割引  

(3) 申請期間 

2019 年 9月末まで 
 

【事務フロー】企業局と東北電力の両者で｢いわて復興パワー事務局｣を設置し、事務局が料金低減に関する事務処理を行うもの 
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平 成 3 1 年 ４ 月 2 6 日 

岩 手 県 企 業 局 いわて復興パワーの概要【対象追加｢地域未来牽引企業｣】 

－ 岩手県が期待する効果 － 
❑ 被災事業者の再建が進展 
❑ 人口減少対策等の取組が進展 
❑ 地域の発展 

－ 東北電力㈱の基本スタンス － 

❑ 「地域社会との共栄」、地域の成長・
発展に「より、そう、ちから。」 

❑ 岩手県の震災復興等に貢献したい思
い 

『震災復興等』『ふるさと振興 』. 

 

15水力発電
所で発電し
た電力 

❑ 雇用・販路の回復等     ❑ 県内の人口減少の抑制 

❑ 復興まちづくり       ❑ 生産性向上・競争力強化 

知事部局 

「震災津波復興実施計画」・ 
「ふるさと振興総合戦略」等 

企業局 

 

電気事業の利益を積立 

電気事業の利益 

一般会計に 
資金を繰り出し 

県内企業等 

企業立地・ 
増設企業等 

沿岸地域等 

事業再開し
た企業等 

県民等 

東北電力 

企業局の水力発電所で 

発電された電力を活用 

電力供給ブランド名 
「いわて復興パワー」 

認定企業等 

 子育て・女性活
躍・働き方改革 
に取り組む企業 

子育て・女性活
躍・働き方改革の
認定事業者等に
対して追加支援 

県の公的支援
等を受けた事
業者等に対し
て追加支援 

安価な電力供給 

※ 

※ 「いわて復興パワー」の電力は、東北電力の電力系統を通じて送電されるため、企業局の水力発電所で発電された電力に限定さ
れるものではありません。 

 

 

 

 

いわて復興 
パワー事務局 

①募集 

企業局 

県内企業等 

【震災復興、ふるさと振興

（台風第 10号災害復旧復

興関連補助金を含む）の補

助金の交付を受けた者が支

援対象】 

②応募 

震災復興等・ふるさと振興関連施策 

知事部局（一般会計） 県民等 

繰出金 

売電 

③採択通知 

電気料金減額 

④ 契約変更 

県民等に還元 

地域未来牽引企
業の選定企業等
に対して追加支
援 

地域未来
牽引企業 

選定企業等 

 


